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アクセシビリティにおける車いすユーザーと学生の合理的配慮への意識について 

阿部 詩織 

 

 

Ⅰ．問題と目的 

アメリカでは 1990 年に「障害をもつアメリカ

人法」(以下 ADA とする)が成立した。ADA が示

しているものは人が，障害によって判断される

ことなく，もっている力が十分発揮できるよう

にすることが社会の責任であるということであ

る。ADA は雇用・交通・公共的施設・テレコミ

ュニケーションの 4 つの領域で差別を禁止して

いる。また，ADA では障害者に対する「合理的

配慮(reasonable accommodation)」と「重大な

支障(undue hardship)」が重要な概念である。

「重大な支障」とは「合理的配慮」によって企

業に「重大な支障」が生ずる場合に限って雇用

主は「合理的配慮」をしなくて良いということ

である(Lex Frieden，1991)。このようにアメリ

カでは様々なアクセシビリティに関して議論さ

れてきた。遅れてではあるが，日本でも障害者

に関する人権法が生まれた。「障害を理由とする

差別の解消の推進に関する法律」や「新潟市障

がいのある人もない人もともに生きるまちづく

り条例」が平成 28 年 4 月 1 日に施行され，その

法律の中では不当な差別的取り扱いの禁止と合

理的配慮の提供を法的義務，または努力義務と

して国・地方公共団体等と事業者に示してい

る。そのため日本でも交通や情報といったアク

セシビリティの改善が重要になっている。 

現在の社会では，健常者と障害者の間に意

識・認識のズレがある可能性がある。よりよい

社会を築いていくためには，困難さや必要な支

援について，障害者と健常者で共通の意識・認

識をもつことが必要と考えられる。 

以上のことから本研究では，アクセシビリテ

ィの中でも古くから論争になっていたバスを利

用する場面を想定し，車いすユーザーと大学生

の間の意識の違いを明らかにすることを目的と

した。 

Ⅱ．方法 

 本研究では予備調査として対象のバスについ

ての調査，車いすユーザーへのヒアリング調

査，大学生への記述式アンケートを行い，それ

らの結果からアクセシビリティの困難さにおけ

る意識に関する質問項目を作成した。作成され

た 18 の質問項目を用いて本調査を行った。以下

にその手続きを示す。 

 １．予備調査について 

  (１)調査対象のバスについて：Ａ市内の路

線バスを運行するＡ交通に問い合わせ，最も多

く使用されているバスを調べた。最も多く使用

されているバスはノンステップ床のバス

（LV234N3）であることが判明し，図面をＡ交

通より入手し，通Ｂ営業所で取材を行った。自

由記述式アンケートで全ての回答者が同じバス

を想起できるようにバスの情報を添付した。 

  (２)車いすユーザーへのヒアリング調査に

ついて：Ａ市内在住でバスを利用した経験のあ

る車いすユーザーの男性２人にヒアリング調査

を行った。ヒアリング内容はバスを利用する際

に実際に困ったことや，要望などであった。 

  (３)学生への記述式アンケートについて：

予備調査としてＮ大学学生に，想定されたバス

の情報をもとに自分が車いすユーザーだったら

「どんなことに困ると思うか」，「バスの利用時

に困っていたら周りの人にどのように接してほ

しいか」の 2 つの質問に対して自由記述式のア

ンケートを行った。記述式アンケートの結果で

KJ 法を行い，ヒアリング調査の結果とあわせて

本調査で用いる 18 の質問項目で構成される調査

用紙を作成した。 

 ２．本調査について 

  (１)調査対象：Ｎ大学の学生 343 名(男性

178 名，女性 157 名，無記入 10 名)である。 

(２)調査期間：201X 年 10 月 17 日，18
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日，19 日，20 日の計 4 日間である。 

(３)調査内容：大学生の記述式アンケー

ト，車いすユーザーへのヒアリング調査，対象

バスの調査結果をもとに作成したアンケートを

用いてアクセシビリティの困難さにおける意識

を調査した。 

(４)アンケートについて：予備調査をもと

に作成した 18 の質問項目からなるアンケートを

用いて調査した。それぞれの質問に対して「思

わない」から「思う」までの 5 件法で回答する

方式をとった。アンケートはＮ大学の学生食堂

で配布し，その場で回答を回収した。調査用紙

の回収数は 345 名，回収率は 98%(350 名中 345

名回収)であった。なお，欠損値のあるデータに

ついてはそれらを除外して分析を行った。その

ため，データは 314 名について算出した。 

 ３．分析方法 

 学生に行ったアンケートのうち，欠損値のな

かった 314 名分のアンケートの回答について因

子分析を行った。また学生の意識の傾向を調査

するため，学生を様々な群に分け，抽出された

因子の因子得点を用いて，それぞれの群間差に

ついてｆ検定を行ったのち，ｔ検定を行った。 

Ⅲ．結果 

１．ヒアリング調査について 

 車いすユーザーからは，「方向転換がしにくい

こと」，「乗降のしにくさ」「事前にどのバスが車

いす対応か分からない」「周りの人の目が気にな

る」といった回答を得た。車いす対応のバスが

分からないことについては学生からの回答には

なく，車いすユーザーからの視点であった。 

 ２．因子分析について 

天井効果の見られた 4 つの項目を削除し，残

りの 14 項目において分析を行った。因子の抽出

には，最尤法を用いて，プロマックス回転を行

った。因子数の決定は固有値１以上の基準を設

けて検討した。ここで因子負荷が 0.4 に満たなか

った 4 項目については削除した。最終的に 10 項

目から，4 つの因子が抽出された。第 1 因子は過

度な関わりを拒むもので「過干渉拒否」，第 2 因

子は他者からの自発的な援助を望むもので「援

助期待」，第 3 因子は他人を気にするもので「周

囲への気がかり」，第 4 因子は自分から助けを求

めるもので「援助要求」と名付けた。その結果

を Table1 に示した。そこで解釈された因子を

「過干渉拒否」尺度，「援助期待」尺度，「周囲

への気がかり」尺度，「援助要求」尺度とした。 

 ３．各因子と男女差の関連について 

 「男性群」「女性群」にわけ，ｔ検定を行った

結果，「援助期待」尺度において女性群の平均値

のほうが有意に高かった(ｔ＝-2.79387，df＝

312，Ｐ＜0.05)。また，「援助要求」尺度におい
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ては男性群の平均値のほうが有意に高かった 

(ｔ＝1.810631，df＝312，Ｐ＜0.05)。結果を

Fig.1 に示した。 

４．各因子と所属学部の関連について 

学生の所属学部から，主に対人実習のない人 

文学部・法学部・経済学部・理学部・工学部・

農学部・自然科学研究科で構成される対人実習

無し群と，主に対人実習がある教育学部・医学

部・歯学部で構成される対人実習有り群の２群

にわけ，ｔ検定を行った結果，援助期待因子に

おいて対人実習有り群の平均値の方が有意に高

かった(ｔ＝-2.05323，df＝312，Ｐ＜0.05)。結

果を Fig.2 に示した。 

 ５．各因子と教育学部学校教員養成課程にお

ける所属専修の関連について 

学生の所属から，教育学部学校教員養成課程

のうち，特別支援教育専修の学生で構成される

特別支援教育専修群と特別支援教育専修以外の

専修の学生で構成される非特別支援教育専修群

の 2群にわけｔ検定を行った結果，どの因子に

も有意な差はなかった。結果を Fig.3 に示した。 

Ⅳ．考察 

 １．各因子と男女差の関連について 

 本研究でも「援助期待」尺度と「援助要求」

尺度で，これまでの障害者に対する態度の研究

(生川・那須，2001)と同様に男女差に有意な差

が生まれた。「援助期待」尺度については女性の

方が高かった。また，「援助要求」尺度について

は男性の方が，有意に得点が高かった。このこ

とから援助の求め方について性差があった。女

性は他者からの援助を待つ傾向にあり，そのこ

とが障害者に対して助けてあげたいという好意

的意識につながっていると考える。また，男性

は自分から援助を求める傾向にあり，これは他

者から援助を求められたら行動を起こすという

意識である。このことがこれまでの研究で女性

に比べ障害者に対して女性よりも好意的でない

とされてきた原因と推測される。援助の求め方

について性差が生まれた態度以外の別の要因を

今後明らかにしていくことが課題である。 

 ２．各因子と所属学部の関連について 

「援助期待」尺度で「対人実習有り群」の方

が「対人実習無し群」より有意に得点が高く，

「対人実習有り群」の方が他者からの援助を期

待する意識が高かった。つまり，「対人実習有り

群」は車いすユーザーが他者からの援助を期待

していると考える傾向がある。一方で車いすユ

ーザーへのヒアリングからは，車いすユーザー

は他者からの自発的な援助を期待していないこ
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と，他者から過度に意識されることを好んでは

いないといった意見も聞かれた。このことから

「対人実習有り群」は車いすユーザーに対し

て，車いすユーザーは他者からの援助を期待し

ていると一方的な思い込みをもっている可能性

が推測される。また，障害者本人と障害者を支

援する側の間にも意識のズレがあり，障害者の

求める支援と支援する側の考える支援が一致し

ていないと考えられる。今後は車いすユーザー

の意識について詳しく調査する必要がある。 

 ３．各因子と所属専修の関連について 

 本研究では所属専修による差はなかった。所

属専修によって障害者との接触経験や知識の差

があると考えられるが，有意な差がなかったこ

とはこれまでの研究(生川・那須，2001)と異な

るものとなった。有意な差がなかった理由とし

て，障害者に対する社会全体の意識の変化が考

えられる。障害者に関わる法整備が進み，特別

支援教育が注目される現代においては，人々の

障害者に対する意識はこの 20 年の間に目まぐる

しく変化しており，社会啓発が進んでいると考

える。また，今回の調査では専修ごとに大きく

人数が異なっていたため，人数をそろえて引き

続き調査する必要がある。 

４．車いすユーザーへのヒアリング調査と学

生への自由記述式アンケートの結果について 

 2 つの調査の結果，車いすユーザーと学生の間

にはアクセシビリティに関する困難さについて

意識に違いがあることがわかった。この結果は

肢体不自由者を想定した小川・植田(2012)の研究

結果と一致する。学生が困難として認識してい

るものは大きく分けると「バスの設備」に関す

ることと，「他の乗客との関係」であった。「バ

スの設備」については大学生が実際に車いすユ

ーザーとして使用したことがないために，設備

について知識・理解がなかったことが考えられ

る。車いすユーザーが困難と認識しているもの

の例として，「事前にどのバスが車いす対応のバ

スか分からないこと」，「方向転換がしにくいこ

と」，「バスに乗り降りするためのスロープの傾

きが急になってしまうと乗りにくいこと」など

が挙げられた。国際交通安全学会(2001)でも「す

べてのバスが低床になっているわけではないの

で乗りたいときのそのバスが来るか分からない

から結局使えない。全面導入するか，時刻表に

目印があると使いやすい(原文まま)」という意見

があった。これは今回のヒアリング調査の結果

とも一致する。方向転換や乗降の際の困難さに

ついては学生からも困難として挙げられていた

が車いすユーザーと学生の間に困難を捉える視

点のズレがあった。例えば，車いすユーザーは

方向転換のしにくさとして前後の座席の幅をあ

げているのに対し，学生はバスの横幅の狭さを

あげていた。また，乗降の際の困難さについて

は，学生は乗降できるかできないかを焦点とす

る回答が多かったのに対し，車いすユーザーか

らはスロープの角度によって乗り降りのしにく

さがあるといった回答があった。困難さについ

ては車いすユーザー内でも個人差によるものが

大きいと考えられる。障害の程度によって，車

いすの種類や介助者の有無の想定も異なってい

たことが考えられ，困難さへの意識も異なって

いたと考えられる。本研究ではバスを利用した

経験のある車いすユーザーの対象者が非常に少

なかったために，ヒアリング調査を行った。今

後は大勢の車いすユーザーを対象とした調査が

必要である。 
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